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	自治労は、全国一斉に「年間を通して一波につき２時間を上限としたストライキを含む闘争体制」を確立するための批准投票を実施しました。
２月27日、第２回拡大闘争委員会を開催し、73.38％の批准率でストライキ権が確立されたことを確認し、闘争指令権を中央闘争委員長に委譲することを決定しました。批准率は、昨年より1.12ポイント上昇しました。

自治労は、３月15日を全国統一行動日として設定し、全国全単組で当局から前進回答を引き出すことをめざしています。

さらに、３月26日の総務大臣、27日の人事院と政府からの回答（公務労協）まで全力を挙げてたたかうとともに、回答日以降も地域春闘との連携をはかり、公共民間単組・全国一般単組の解決促進にむけて、自治労全体で最後まで春闘をたたかいます。
	
	
	安倍内閣は国公の臨時特例法による7.8％削減を地方にも強要しています。この間、地方財政計画では増え続ける行政需要・経費への対応として給与関係経費は減少を続け、地方自治体は大幅に減少した人員のなかで拡大する業務を支えてきました。

加えてした多くの自治体が独自の給与削減を実施してきており、これ以上の人件費削減は断固として認められません。地方自治と労使自治を踏みにじる「地公波及」を自治労全体のたたかいで阻止します。

自治労は、組合員の生活と権利を守り抜く１年間のたたかいの起点として2013春闘を位置づけ、諸要求の実現まで全組合員が一丸となってたたかい抜きます。
　【スト権成立と闘争指令権確立宣言より】






	地財計画を閣議決定
政府は５日、地方自治体全体の歳入・歳出の見込み額を示す「2013年度地方財政計画」を閣議決定し、地方公務員給与の削減などを織り込んだ地方交付税法改正案も閣議決定しました。地方六団体が政府方針を批判し、「国と地方の協議の場」を開催して議論を行うよう要請しているなかでの地方自治否定の暴挙です。

地方からの批判を無視
これに先立ち、３月１日の記者会見で新藤総務大臣は、地方公務員の給与削減について次のように述べてます。「既にいくつかの地方公共団体において要請に応じる旨の表明がなされている。多くの団体では現在、対応方針を内部で検討されている状態だと思う。今後、各地方公共団体の取り組みの進捗状況について調査し、結果を適宜公表してきたい。まずは何よりも丁寧に、われわれの趣旨を理解いただいて、協力の要請を受けていただけるように、丁寧に対応していくということだ。」　丁寧に説明するどころか、地方六団体をはじめ全国の知事、市長からの批判を完全に無視した発言です。
地方との協議を重ねた？
４日、総務省は「全国都道府県財政課長・市町村担当課長合同会議」を開き、総務省の自治財政局長は次のように説明しました。

「地公給与費の問題は、地方財政対策の最大のテーマとなった。決める過程では地方団
	
	
	体の代表とも国と地方協議の場などで協議を重ねた。各団体で、これまで定員削減や自主的な給与削減などを一生懸命やっておられることは十分評価している。一方で、東日本大震災対応や長引く景気の低迷、地域の課題に対し、迅速かつ適切に対応するために、地方公務員についても給与削減を要請することになった。」１月の地方六団体との協議をわずか30分で打ち切ったにもかかわらず、こうした説明がされました。
地財計画から給与費削減
さらに「2013年度地方財政計画はこれを前提として策定。７月から国家公務員と同様の給与削減を前提として、給与関係費の削減を行った。（７月から９カ月分で8,504億円）これに合わせて防災・減災事業や地域活性化など緊急課題に対応するため、給与削減額に見合う事業費を計上することとしている。（合計8,523億円）今回の措置の趣旨を的確にくみ取っていただき、適切に対応してもらうよう重ねてお願いする。」と地方公務員給与の削減について、都道府県自らの削減も含め、市町村に対策を求めるかのような説明を行いました。
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北海道本部の批准率は、72.80％でした。
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３月　８日(金) 17：30  第５回執行委員会（基本・現評・青婦部合同）図書室


　　１０日の週　　　　 副町長・町長交渉（議会日程を踏まえ調整中）


１４日(木) 17：20　全国統一闘争 前段職場集会　　図書室


　　１５日(金) 08：20　全国統一２９分時間内くい込み集会、超勤拒否・出張拒否








２月18日の要求書提出以降、2013国民春闘に係る対自治体闘争を進めています。


組合員・臨時職員の賃金引上げや生活実態に対する使用者責任の追求、国公給与削減の地公への波及問題、2012秋期闘争から引き継ぐ課題、そして労働者全体の賃金や雇用問題など民間労働者の春闘や制度政策要求実現に向けた中央での対政府闘争など課題は山積です。


＝支会長を通じて15日の全国統一闘争の参加について確認をしています＝














　　　　　　　

















庁舎以外でご用のある方は書記長の迫田（農政）へ午前中に連絡をください。


























全体集会及びデモ行進（市民会館から旧


市役所までのコース）※終了15：30頃











